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消費財業界における
COVID-19のビジネス
インパクトへの対応
（日本版）
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消費財・小売業界の現在地

2

• Covid-19（新型コロナウィルス感染症）は、過去数十年におけるどの危機よりも甚大な
影響を、消費財・小売業界にもたらしている

• Covid-19感染拡大以降、この数カ月の間、消費財・小売関連各社は消費者と従業員を
守るための取り組みにフォーカスしてきた

• Covid-19影響下での生活が新たな局面を迎える現在、先行き不透明な状況下であっ
ても、各企業は中長期的な成長に向けたアクションを推進することが求められている
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Agenda
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1. 消費財・小売業界におけるCOVID-19の影響

2. 日本の消費財メーカーのニューノーマルにおける競争優位性の確立
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中国・韓国は感染収束に向かっているが、COVID-19感染拡大の影
響は欧米の小売業界に及ぶ

COVID-19感染拡大の現状 （4月中旬現在）

1) 韓国はロックダウン等の措置はとられていない 4

考察

• ほとんどの国で同様のパターンを辿っており、
感染が指数関数的に急増した後、効果的な対
策により減速

• 営業自粛や自主隔離等の対策が開始されれば
、小売業者への影響が現れる

– 中国や韓国では既に小売店舗が通常営業に
戻りつつある。一方で、欧米の小売業は依然
影響を受けている

– 日本ではロックダウンが実施されていないが
患者数は増加しており、外出自粛・在宅勤務
によって小売業へ影響が出始めている

• 但し、一度ロックダウンが解除された後において
も、再度ロックダウンの可能性を想定する必要
がある

C
O

VI
D

-1
9の

新
規
感

染
者

数

小売店舗ロックダウン
小売店舗再開

(ロックダウン解除)

ドイツ

イタリア

韓国1

中国

短期 中期

ポストコロナのさまざま
なシナリオ

COVID-19
の感染拡大

タイムライン

アメリカ

日本はロックダウンを実施して
いないが、患者数推移としては
増加を続けている
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中国における小売売上へのCOVID-19の影響 （2020年2月時点でのカテゴリー別小売売上成長（%））

1) オンライン販売を含む
出所:中国国家統計局のデータをもとにStrategy&が分析

感染の影響が先行する中国では、非日用品の売上が軒並み減少
する一方、食料品の増加やオンラインへのシフトが顕著
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-33% -34%

-20%
-14%

10%

-18%

26%

食料品衣類・靴 家具・
インテリア用品

健康・
美容用品

電子機器 食料品
（オンライン）

ファッション
（オンライン）

小売合計1) 小売合計のうち、
オンラインにおける売上
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衣類・靴 家具・
インテリア用品

電子機器 健康・
美容用品

食料品

実店舗

外出自粛制限や食料品以外の店舗
における消費者の来店が減少し、売
上が急減

オムニ・チャンネル

オンライン・チャネルへの急速なシフト
に対応し、ECの運用を「危機モード」
にする必要性がある

EC
実店舗における売上減を部分的に取
り戻すことができるが、非典型的な需
要パターン（装束剤、健康用品等）に
対処する要がある

商品カテゴリと小売の販売チャネルによってCOVID-19の影響の規
模が変わる

COVID-19の商品カテゴリと販売チャネルに応じた事業への影響

6

“店舗のロックダウン”
› 70～100%の売上減という深刻な影響
› 事業継続のための短期的措置が必要

“ECへのシフト”
› 消費者需要が減少、オンラインチャネルへの移行
› 「危機モード」でのEC事業が必要

“食料・雑貨の買占め”
› 需要パターンの変化
› サプライチェーンが
混乱するリスク

› 事業の安定化が必
要

概念的

原文: Actionable recommendations on how retailers can manage and recover from COVID-19 by Stefan Eikelmann, March 27, 2020

https://www.strategyand.pwc.com/de/de/implications-of-covid-19/how-retailers-manage-and-recover.html
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衣類・靴
家具・

インテリア用品
電子機器

健康・
美容用品

食料品

感染収束後も、消費者がオンラインチャネルに留まると考えられ、
EC市場は引き続き拡大する見通し
COVID-19の日本のEC市場への影響の推計
総売上高に占めるカテゴリーごとのオンラインチャネル割合（%）

出所： Euromonitor、経済産業省「電子商取引に関する市場調査」、Strategy&分析 7
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+50%
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4%

2023F2017 2020F

8% +100%

影響が出始めた20年
2~3月は、前年度比
+20%で推移。
既にEC化が進んでおり、
伸びしろは限定的

外出自粛期間中に家具をオ
ンラインで購入することに慣
れ、収束後も引き続きオンラ
インの売上が伸びる可能性
が中程度

消費者が危機の際、必要な
電子機器をオンライン購入
することで、初めてECを使

用する消費者が増加する可
能性が中程度 危機の際、薬や美容、パー

ソナルケアをオンラインで購
入した消費者が、引き続き
購入する可能性が中程度

今回、食料品を初めてオンラ
インで購入した消費者が引き
続き利用する可能性が高い。

ただし、日本では食品小売り
のオンライン基盤が整備され
ていないこと、ロックダウンで
来店できない状態になってい
ないことからオンラインへ比
率は現時点では低い

限定的

中程度

中程度

中程度

最大

= COVID-19感染収束後の購入行動の変化によるオンライン割合の増加を図示
= 従来予測に対する増加率を評価
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Agenda
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1. 消費財・小売業界におけるCOVID-19の影響

2. 日本の消費財メーカーのニューノーマルにおける競争優位性の確立
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日本における人々の行動変化の想定シナリオ

COVID-19が一過性でないシナリオも想定され、変容したメガトレンド
の長期的な継続を前提に準備が必要

概念的

9

従前の
行動様式

短期 中期 長期

緊急事態宣言 緊急事態宣言の解除 市場の回復

COVID-19以前

日本の人々の行動は従前様式
回帰または新様式継続へ二極化

COVID-19により、
日本でも人々の
行動様式が
急速に変化

• 疫病（COVID再拡大等）

• 自然災害（地震・異常気象）

• 地政学（国家間対立・内紛等）

• 金融（デフォルト等）

• サイバー（ハッキング等）

外
部
イ
ン
シ
デ
ン
ト

の
影
響
を
う
け
る

可
能
性

日本の多くの人々が
一時的に従前様式へ回帰する

リスク回避志向の人々を
中心に、日本でも新行動様

式が一定程度残る

日本においても中長期的に外部インシデントが複数回
発生する可能性があり、人々の行動様式に影響

楽観的シナリオ：
外部インシデントが発生しない、あるいは影
響が限定的であれば、日本の大多数が従

前様式へ回帰する可能性

保守的シナリオ：
再び外部インシ
デントが発生した
場合、新様式が
再増する可能性

新しい行動様式
（リモートワーク、

非接触型）

COVID-19
の発生

外部
インシデント

外部
インシデント

外部
インシデント
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今後定着が予想されるニューノーマルに対し、企業は短期的な危機対応だ
けでなく、中長期的な競争優位確立の観点でもアクションを取る必要がある
日本の消費財・小売業における変化と各企業が取るべきアクション

短期 中期 長期

約6～10週間

日々の感染者数増加
外出禁止令・制限

サプライチェーンの混乱、廃業

約6～12ヶ月

日々の感染者数増加の緩和
店舗再開（来客数は少）

約12ヶ月～

Covid-19が制御可能となる
（ワクチン、投薬）

成長の回復

緊急事態宣言 緊急事態宣言
の解除

市場の回復

消費財・
小売業界
における
変化

消費財
メーカーが
取るべき
アクション

COVID-19
フェーズ

危機管理対策危機対応

ニューノーマル
環境に向けた
競争優位確立

収益性の改善

ケイパビリティ強化

トランスフォーメーションの推進
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• コスト構造のリーン化を推進

• チャネルやプレイヤーが相互独立的に構築

• チャネル固定的な消費

• 散逸・少量の消費者データ

• 縦割型でサイロ化された事業運営体制

オールドノーマル

サプライチェーン

消費者

DX
組織

• よりリーンな事業構造推進によりレジリエンス強化

• プレイヤー間での横持などより柔軟・冗長に

• チャネル横断的に消費者個人にフォーカス

• End-to-endで統合されたデータPF
• 変革を自立的に推進する機動的体制が加速

ニューノーマル

コスト

消費者

DX
組織

・・・

サプライチェーン

コスト 1

2

3

4

5

回復後も残る
不可逆な変化
の発生

・・・
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消費者の生活スタイル、チャネルシフト等、COVID-19の影響に伴うトレンド
の一部は、不可逆なニューノーマルとして中長期的に根付く可能性

11

短期的なトレンド 中長期の不可逆的なトレンド

COVID-19による消費財・小売業界における日本のトレンド

チャネル・カテゴリー・ブランド・価格面の消費シフト

• 生活圏での消費が増加

• 飲食店の業績悪化、実店舗数の減少

• 日用品購買が増加するも、贅沢品の消費減

• 在庫不足により購入確実性がより重要に

• 値引き販売から定価販売へ

当座資金の確保と事業活動の見直し加速

• 各部門をベースとした危機対応体制の構築

• 当座の運転資金確保を優先

• 対面での店舗商談中止と、主に食料品におけ
る販促・棚割り等の活動停止

トランザクションデータの増加

• EC利用拡大、およびキャッシュレス利用の増
加に伴う、取得データの増加

• データの分析内容は従来のチャネル分析等
の水準にとどまり、活用は限定的

新たな消費の定着と消費者接点の重要性増加

• 複数チャネルを活用した消費の定着

• EC利用普及によるD2C事業の拡大

• 家庭での日用品ストックが常態化

• 消費者との直接接点増加によるブランド強化

• 価格構造が変化

事業運営体制の柔軟化・機動性向上

• 変革推進に係るプランニングの実行

• 社内業務DXの推進による、営業・流通管理
業務の効率化

データ活用による競争優位性の確保

• データ共有に関する業界横断的プラット
フォームの整備とデータ収集の加速

• 各社、データの分析とこれを通じた示唆導出
能力の向上に向けた投資を行う

暫定的な危機対応オペレーションの推進

• 小売における従業員の安定確保の徹底

• リモートワークの増加と必要備品の手配

• 実作業スタッフの休業要請等によるコスト圧
縮

• 特定商品に対する需要変動の増大と、主に物
理チャネルにおける在庫不足

レジリエンス強化とオペレーションの柔軟化

• 需要変動に応じた店舗運営（品揃え、店員数
等）の柔軟化

• 継続的なコスト削減を通じた収益力の向上

• 必要に応じた投資をただちに行う資金の確保

• 国内海外問わず、最適な流通経路を選択で
きる柔軟かつ冗長なサプライチェーンの整備

業界横断的な
デジタルインフラの活用
消費者特性データの共有PF整備と
これに伴うデータ活用の活発化

柔軟・機動的運営体制への
変革が加速

外部環境の変化に適応可能な
部門横断型イニシアチブの整備

レジリエンスの重要性増加
難局面でも収益化を可能とする

リーンな事業構造の構築

チャネルフォーカスから
消費者個人フォーカスへ
消費者とのダイレクトな関係を強化

国内消費財・小売業界の
ニューノーマル

オペレー
ション

チャネル

データ
収集

経営方針

オペレー
ション

データ
収集

経営方針

ブランド

Operation and 
Supply chain 
オペレーションと
サプライチェーン

Customer and 
Revenue
顧客と収益

Head Office 
Functions and 
Work Force
本社機能と労働力

Focus on Data
データへのフォーカス

業務

データ
活用

業務

サプライチェーンの流動化
自社内のみならず、業界横断での

サプライチェーンの構築

コスト
コスト

データ
活用

サプライ
チェーン

サプライ
チェーン

カテゴリー

DX

組織

コスト

消費者

サプライ
チェーン

: 要素項目

1

2

3

4

5

価格

チャネル

ブランド

カテゴリー

価格
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ニューノーマルに適応したリーンな組織、消費者特性の分析能力等
を有した企業が、ポストコロナ環境下で競争優位を確立できる
Strategy&が考える日本におけるCOVID-19対応事業変革プロセス
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変革を推し進める組織文化の醸成し、組織変革を加速
– 機動的に変革を推進し、部門横断的なチェンジマネジメントができる体制へ加速的に転換

– 人・働き方（リモートワーク等）の多様性を認め、現場での実効性も考慮しながら変革を推進する風土を醸成

消費者起点データに基づいた営業・流通におけるデジタルトランスフォーメーション推進
– 消費者特性に基づくレポーティングや顧客とのオンライン連携により、対面営業主体の慣習を見直し、効率を改善

– 消費データ分析により需要予測の精度を高め、それを起点に生産・流通・在庫管理まで一気通貫で管理

事業構造のリーン化および強化領域への再投資
– 日本企業が従来取り組んできた間接費削減に留まらず、ノンコア・不採算事業の整理等、抜本的なリーン化を図る

– 強化領域（サプライチェーン、個人毎の消費データ、D2C等）を再定義し、投資する（FFG; Fit For Growth）

サプライチェーンにおける柔軟性・冗長性の確保
– メーカー/小売/複数の卸を含めた多層的な流通ネットワークの統合管理により業界横断での在庫管理・共同配送を実現

– サプライチェーンネットワークの増強（複数経路確保）や、バッファとしての余剰在庫確保、チャネル間での在庫融通の整備

消費者個人を対象とした購買行動データ分析機能の強化
– 大手小売のID-POSやクレジットカード決済データ等の共有・形式共通化を進め、個人データをチャネル・業界横断で収集

– 楽天等大手ECのみならず、多くの企業で消費者の行動様式変化を価格付けやD2C、商品開発などに瞬時に反映

ニューノーマル環境下で競争優位を確立するための事業変革プロセス

リーン化

投資再分配

柔軟化

冗長化

データ収集

データ分析

営業DX
流通管理DX

経営体制整備

実務部門の適応

業界横断的な
デジタルインフラの活用

柔軟・機動的運営体制へ
の変革が加速

レジリエンスの
重要性増加

チャネルフォーカスから
消費者個人フォーカスへ

国内消費財・小売業界の
ニューノーマル

サプライチェーンの
流動化

DX

組織

コスト

消費者

サプライ
チェーン

: アクションの方向性

1

2

3

4

5

収益性の
改善

トランス
フォーメー

ションの推進

チャネル横
断での需給
変動情報を
共有・活用

個人の
特性情報を
共有・活用

顧客情報の
取得・分析
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不連続な環境変化に対応するため、消費者にフォーカスしたビジネ
ス変革を推進する必要がある
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• 日本の消費財・小売業界では、従来の日本の消費者の行動様式・ニー
ズに合わせて、提供価値向上に取り組んできた。一部の企業では、国
内マーケットで培った基盤を活かして、海外にも展開してきた

• 現在、COVID-19がもたらした不連続な環境変化は、不可逆的な ’New 
Normal’ として中長期的に定着する可能性があり、先行き不透明な状
況ではあるものの、大きな変化に備えるべきである

• 特に、消費財業界では、国内マーケットにおける消費者の生活様式や
購買行動の変化に目を向け、消費者との新たな関わり方や提供価値を
模索しなければならない。そして、成長分野への投資、コストの再分配、
イノベーションの創出へとつなげる必要がある

R&Cチーム

ヴェレトフゥン スティーヴン

パートナー（東京）
steven.veldhoen@pwc.com

唐木 明子

パートナー（東京/UK）
akiko.k.karaki@pwc.com

岡野 卓郎
ディレクター（東京）
takuro.okano@pwc.com

ラケシュマニ
ディレクター（東京）
rakesh.r.mani@pwc.com

岸本 義之

シニア・エグゼクティブ・アドバイザー（東京）

yoshiyuki.kishimoto@pwc.com
私たちStrategy&は長年にわたり、日本における消費財・小売業界
の知見およびグローバルネットワークを活かし、お客様をサポート
して参りました。企業様ごとの事業内容に合わせた対策の優先順
位や実行のプランニングについて、ディスカッションを設定させて頂
きますので、お気軽にご相談ください

お問い合わせ

PwCコンサルティング合同会社 ストラテジーコンサルティング（Strategy&）
info.japan@strategyand.jp.pwc.com
http://www.strategyand.pwc.com/jp

mailto:steven.veldhoen@pwc.com
mailto:akiko.k.karaki@pwc.com
mailto:takuro.okano@pwc.com
mailto:rakesh.r.mani@pwc.com
mailto:yoshiyuki.kishimoto@pwc.com
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小売・消費財業界に共通した、
５つの特徴的な提供価値に焦
点を当てています。

1. D2C

2. オムニチャネル

3. サプライチェーン・事業戦略

4. ターゲットオペレーティング
モデル設計

5. ビジネス主導のIT変革

バリュー・プロポジション

世界をリードする小売・ブランド
の価値創造に向けた取り組み
において、豊富な経験を有して
います。

プロジェクト実績

地域に特化したグローバル
小売・消費財（R&C）チームを
有しています。

クライアントのニーズを最適な
形で満たすグローバルなチー
ムを組成し、業界についての
深い知識、高いケイパビリティ、
世界各地に広がるネットワーク
に裏付けされた見識を提供し
ます。

~ 全世界の小売
コンサルタント
約6.900名

小売・消費財における
産業特化チーム

多数の出版物やレポートなど
により、クライアントに有益な洞
察や知見を提供しています。

書籍・出版物

Strategy that works Fit for Growth*
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